
- 1 - 

産業建設常任委員会の概要について 

（報  告） 

 

１．日  時   令和２年９月８日（火） 

午 後  １時２８分  開 会 

午 後  ２時３６分  閉 会 

 

２．場  所   大会議室 

 

３．出席委員   委 員 長  下 山 光 義   副委員長  堀   光 雄 

委  員  舩 見 昌 功   委  員  遠 藤 泰 子 

委  員  澤 口 正 義   委  員  馬 場 騎 一 

議  長  小比類巻 雅 彦   副 議 長  瀬 崎 雅 弘 

 

４．傍聴議員   議  員  小比類巻 孝 幸   議  員  田 嶋 孝 安 

議  員  奥 本 菜保巳   議  員  西 村 盛 男 

 

５．説 明 員   副 市 長                  米 田 光一郎 

経済部長                  関   敏 徳 

経済部参事兼農政課長            松 橋 一 典 

農政課副参事兼課長補佐           福 田 康 治 

農政課農政係長               松 舘 健太郎 

経済部参事兼産業観光課長          長 根 正 登 

産業観光課課長補佐             中 村 容 三 

産業観光課課長補佐             田 代 史 麿 

 

６．事務局職員   事務局長  村 井 拓 司   次  長  中野渡 孝 英 

主  査  川 嶋 貴 彬   主  査  浪 岡 光 平 

 

７．案  件   ⑴新型コロナウイルス感染症対策に係る経済支援等の状況について 

 

８．会議概要 

下山委員長：定足数に達しておりますので、会議は成立いたします。 

 ただいまから、産業建設常任委員会を開会いたします。 

 本委員会は、本年３月の臨時会において組織されてから本日がはじめての委員会となり

ます。 

 ２年間の任期ではありますが、委員長として職責をしっかりと果たせるよう努力してま

いりますので、皆様の御協力をよろしくお願い申し上げます。 
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 それでは、本日の案件に入ります。 

 本日の案件は、経済部所管の新型コロナウイルス感染症対策に係る経済支援等の状況に

についての１件でございます。 

 本年３月、ＷＨＯ・世界保健機関においてパンデミック・世界的大流行として認定され

た新型コロナウイルス感染症は、全世界で感染が拡大し、日本国内においても多くの感染

者が発生しております。その後、感染拡大の封じ込めを図るため、各地で様々な対策が講

じられているものの、いまだに当該感染症の終息には至っておらず、その結果、社会経済

の活動に大きな影響をもたらすこととなりました。 

 こうした状況を受け、現在、市当局におかれましては、社会経済活動の復旧のために、

国の緊急経済支援策を含め当市の実情に応じた様々な対策を講じているものと思います。

現在、この対策がどのような状況にあるのか、また、今後の見通しはどうなっているのか

調査・確認してまいりたいと思います。 

 それでは、市当局より説明を願います。 

関経済部長：案件に入る前に資料の説明をさせていただきます。 

 本日の委員会開催に当たって、委員の皆様に対して事前に資料の配付をさせていただき

ましたが、その後、１０万円の特別定額給付金に関わる実績数値に変更が生じたことか

ら、資料の３ページ、４ページの数字を訂正の上、お手元に配付させていただきました。

このため、本日の委員会資料については、事前に配付した資料ではなく、お手元に配付い

たしました訂正後の資料を御利用いただきたいと思います。よろしくお願い申し上げま

す。 

 それでは、本日の案件であります新型コロナウイルス感染症対策に係る経済支援等の状

況について、私からはその概要を説明させていただきまして、その後、担当課である産業

観光課並びに農政課から各事業の詳細について御説明いたします。 

 お配りしております資料を御参照願います。１ページを御覧ください。 

 はじめに、上段に記載しております新型コロナウイルス感染症に関わるこれまでの経緯

についてですが、本年４月７日に東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、大阪府、兵庫県、

福岡県の７都府県に対し国で緊急事態宣言を行い、その後、４月１６日にはその対象地域

を全国に拡大しております。なお、この緊急事態宣言については、先ほどの７都府県に北

海道を加えた８都道府県を除いて、５月１４日に解除となり、その後、５月２１日には大

阪府、京都府、兵庫県の３府県が、２５日には残りの５都道県を含めた全ての都道府県が

解除となっております。 

 また、新型コロナウイルス感染症に関わる国の経済対策ですが、４月２０日には一律１

０万円の特別定額給付金や地方創生臨時交付金をはじめとする緊急経済対策が閣議決定さ

れ、５月２７日には第２次緊急経済対策が閣議決定されております。 

 次に、下段に移りまして、当市における経済支援対策に関わるこれまでの予算措置状況

についてですが、まず先ほど国の経済対策で説明した一律１０万円の特別定額給付金や特

に早急な支援が必要とされていた市内飲食業に対する緊急支援助成金について、５月７日

に第１号補正予算を専決処分いたしました。その後、５月２１日には第２次経済対策支援

助成金を含む第２号補正予算を専決処分し、７月２２日の臨時会では第３次の経済支援対
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策助成金（拡充分）やプレミアム付飲食券事業費補助金、地域雇用支援助成金、新型コロ

ナウイルス感染症対策畜産経営支援助成金などを計上した４号補正予算の議決をいただい

ております。 

 また、このたびの第３回定例会では、５号補正予算の中で新型コロナウイルス感染症予

防対策設備整備費補助金について計上しており、今定例会において御審議いただく予定と

なっております。 

 次に、２ページをお開きください。 

 こちらは、ただいま説明いたしました当市における各種経済支援対策に関わる予算額と

主な財源について記載した一覧となっております。各事業名の前に番号を付しております

が、番号の１番から６番までは産業観光課が所管する事業で、７番、８番は農政課が所管

する事業となっております。また、６の新型コロナウイルス感染症予防対策設備整備費補

助金については、今定例会での審議を終え議決されてから事業内容を具体化するものです

が、現時点での予定として今回の資料を作成しております。この後、１から８の各事業に

ついて担当課である産業観光課、農政課の両課長から説明いたしますので、よろしくお願

い申し上げます。 

 私からは、以上でございます。 

長根経済部参事兼産業観光課長：産業観光課でございます。 

 引き続きまして、当課所管の分の３ページから説明をさせていただきます。 

 ３ページは定額給付金についてでございます。この事業は、上段の事業概要に記載して

ありますとおり、コロナ禍の影響を受けた全国民に対する家計支援を目的に、国が制度設

計を行いまして全国の各市町村において実施したもので、本年４月２７日現在におきまし

て住民基本台帳に記載されてある全市民に対して一律１０万円を給付した事業でありま

す。当市では、８月１９日付をもって申請の手続を終了しております。 

 下段には、当市における事業実績を記載しておりますが、まず受付開始時期について

は、オンライン申請が５月１１日から、郵送の申請が５月１９日からとなっており、この

ほかに市役所別館１階、選管の隣の部屋と、総合社会福祉センターに受付の窓口を設置し

て対応いたしました。対象となる世帯は１万９,３７２世帯で、対象人数は３万９,２５２

人でございました。これに対する支給済み世帯数及び支給済み人口は、一番下の受付締切

りの項目で記載したとおり、世帯数でいけば１万９,２７７世帯、支給率が９９.５１％と

なっています。人口ベースでは、支給できました人口が３万９,１４８人で、支給率は９

９.７４％となっております。 

 なお、支給漏れを防ぐための周知活動については、ホームページ、マックテレビ、広報

みさわでの周知のほか、全世帯に対する郵送での周知を行うとともに、未申請世帯に対す

る職員での戸別訪問による周知についても実施しております。 

 次に、４ページをお開きください。こちらのページは、当該給付の未申請者に対する三

沢市の対応について記載したものでございます。 

 当該給付金は、全国民が受給できる制度となっており、市といたしましては市民への周

知不足によって未支給となる事態にならないよう、未申請者に下段のとおり周知活動を行

いました。まず、広報みさわにて６月号、７月号、８月号、当該給付金の周知を実施いた
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しました。 

 続いて、６月２０日からは、庁内関係部署に対し照会を行い、施設入所等に関する情報

提供を受けております。次に、７月１５日には、未申請者に対する郵送での申請依頼を行

い、翌１６日からは市内全域の未申請者に対する戸別訪問を行い、その場で申請が可能な

方からは訪問時に申請をしていただき、それ以外の面会できた方には申請期限を伝えた上

で申請の勧奨を行ったところでございます。また、戸別訪問で直接面接できなかったお宅

には、周知書類の投げ込み等を行うとともに、基本的には２度の訪問を実施するととも

に、場合によっては民生委員の方や近所の方からの情報についても実施したところでござ

います。 

 なお、当該給付金事業では、対象者に対する個別の調査権は有していなかったため、国

からの指導に基づき個人情報の取扱いには十分配慮しつつ、あくまでも周知活動にとどめ

るという形での戸別訪問を実施したところでございます。 

 以上の周知活動を実施した結果、最終的な未給付となった方々の内訳といたしまして

は、対象者が死亡した事例が１２世帯、受け取りを辞退された方が８世帯、居所不明者が

２０世帯、個別周知を行ってもなお未申請になった方が５５世帯、トータルでは９５世

帯、１０４人の方が未給付という結果になっております。 

 次のページをお願いいたします。５ページは、飲食店緊急支援事業についてでございま

す。 

 この事業の概要ですが、コロナ禍により大きな影響を受け経営が逼迫している市内飲食

業者に対し事業継続に向けた事業資金について助成金を交付し、もって市内飲食業の支援

を行うもので、７月１５日をもって事業終了となっております。 

 この事業に係る予算措置につきましては、上十三保健所に提出されている営業許可数を

基に５６０件で算出いたしましたが、その後、実態調査を行い、既に閉店となった店やコ

ンビニなどの対象外事業者数を除きまして、対象予定となった３６９件に対し郵送により

事業の案内をしたところでございます。 

 事業実績といたしましては、案内を行った３６９件のうち対象外であった店舗が６件

あったため、最終的な事業対象店舗数が３６３件、うち未申請者が８件で、支給店舗が３

５５件となり、支給率は９７.８％となっております。 

 ６ページをお願いいたします。第２次経済対策支援助成金についてでございます。 

 この事業の内容は、コロナ禍により影響を受けた事業者のうち漁業・農業者、宿泊業、

タクシー、運転代行業、学習支援業については、減収の条件なく、卸売・小売業、生活関

連サービスについては、前年同月比２０％の減収を条件として、１事業当たり２０万円、

複数事業所は４０万円の支給をする事業でございます。受付期間は９月２５日までとなっ

ております。 

 なお、当該事業に係る周知については、ホームページ、マックテレビ、広報みさわによ

るＰＲのほか、新聞の折り込みや市内全体へのパンフレット等の郵送により実施いたしま

した。この結果、８月２０日時点における進捗状況といたしましては、予算措置を行った

６７７事業所の１億３,５４０万円に対し申請済みの事業所数が３６７事業所、７,２２０

万円で、支給率は５３.３％となっております。 
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 次に、７ページをお願いいたします。こちらは、先ほど申し上げた支給実績を業種ごと

にまとめた一覧でございます。 

 業種ごとの支給率で見ますと、学習支援業と卸売・小売業における支給率が低くなって

おり、特に卸売・小売業については支給予定事業所数３１４件と多いため、卸売・小売業

における支給率が全体の支給率を下げていることがうかがえます。 

 次に、８ページをお願いいたします。こちらは、第３次経済対策支援給付金（拡充分）

についてでございます。 

 この事業の概要は、先ほど説明いたしました第２次の経済対策支援給付金の対象業種を

全ての業種に拡充したもので、こちらも前年同月比２０％以上の減収を要件としておりま

す。周知方法についても第２次の経済対策支援給付金と同様となっております。 

 なお、この事業は去る８月３日から給付を開始したため、８月２０日現在の申請状況と

しては、６５事業所分１,３００万円で、支給率は１６.５％となっております。 

 次に、９ページをお願いいたします。こちらは、プレミアム付飲食券事業費補助金につ

いてでございます。 

 この事業の概要は、コロナ禍により影響を受けた市内飲食業の活性化と市民への生活支

援、消費拡大を図るために商工会が実施するプレミアム付飲食券事業に対し、市から当該

事業に係るプレミアム分と事務費について補助金を交付するものです。飲食券のプレミア

ム率は４０％で、５００円の飲食券１４枚を１セットとし、５,０００円の支払いで７,０

００円分の飲食をすることが可能となっております。販売数は、市内全世帯数である約１

万９,５００世帯をカバーするよう２万セット準備したことから、予算措置額はプレミア

ム分２,０００円掛ける２万セットで算出し、４,０００万円に商工会の事務費を加え４,

６６０万円となっております。 

 商工会では、市内全体に対して当該プレミアム付飲食券に係る引換え用のはがきを８月

下旬に郵送し、９月１日から当該はがきと引換えに１世帯１セットの先行販売を開始して

おります。 

 なお、この先行販売は約４週間の販売期間を設けており、先行販売終了後の９月２８日

からは１人４セットまでの一般販売を開始する予定となっております。この先行販売と一

般販売の販売場所は、どちらも市内郵便局６か所において実施しております。また、プレ

ミアム付飲食券の利用期間は、来年の１月３１日までとなっております。 

 次に、１０ページをお願いいたします。こちらは、新型コロナウイルス感染症予防対策

設備費補助金についてでございます。 

 まず、この事業は、先ほど部長からも説明があったように、本定例会に上程し、第５号

補正予算に計上している事業でございます。 

 事業の概要は、市内事業者が行う新しい生活様式に対応するための新型コロナウイルス

感染症予防対策に必要な衛生設備の整備に対して、商工会において３分の２相当額、上限

は１００万円でございますが、の補助を行い、市から商工会に対しまして当該事業費と事

務費について補助を行うものでございます。 

 予算措置額及び算出基礎といたしましては、事業費ベースで平均３０万円掛ける２００

事業所で６,０００万円、そのうち補助金は事業費の３分の２に当たる４,０００万円と商
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工会への事務費５０万円を加算いたしまして４,０５０万円となっております。 

 事業の内容につきましては、今後、予算の議決が得られた後に商工会と協議を行いなが

ら決定することになりますが、今現在の予定としまして周知方法等について以上のとおり

策定させていただきました。 

 なお、市内業者の中には、既に新型コロナウイルス感染症に係る予防対策を実施した方

もいることを想定いたしまして、その他で記載しておりますが、事業費に係る領収書や完

成写真等の添付によって、今年度の４月１日まで遡って補助ができるようにしたいと考え

ております。 

 以上、新型コロナウイルス感染症に係る経済支援等のうち産業観光課所管の６事業につ

いて御説明を終わらせていただきます。よろしくお願いいたします。 

松橋経済部参事兼農政課長：農政課でございます。 

 引き続きまして、当課所管分の１１ページから説明させていただきます。 

 １１ページは、７、地域雇用支援助成金でございます。この事業は、コロナ禍により大

きな影響を受けています当市経済全体の回復を図るため、農業者等が農産物の生産、収

穫、加工等の作業のため臨時的に雇用した者に支払う賃金の一部を助成することで、市全

体の雇用の維持及び経済の回復を目的とするものであります。助成金額は、雇人１人当た

り日額５,０００円で、雇主である１農業者等の助成上限額は２０万円としております。 

 この事業に係る予算措置につきましては、昨年、おいらせ農協が実施しました無料職業

案内を利用した人数を基に算出しております。助成対象者は、農業者、農業法人、農業協

同組合、土地改良区等で、助成対象となる雇い入れ期間は令和２年４月１日から令和２年

１２月３１日までとしております。 

 当該事業における周知につきましては、昨年、農業収入のあった方へ資料の郵送のほ

か、市のホームページ、広報みさわにより周知を実施しております。８月２５日現在の申

請状況は、２０件となっております。 

 続きまして、１２ページをお開きください。８、新型コロナウイルス感染症対策畜産経

営支援助成金についてでございます。 

 この事業は、コロナ禍により大きな影響を受けた酪農業者及び黒毛和種繁殖農業者を支

援するため、助成金を１農家につき２０万円交付し、畜産経営を支援するものでありま

す。対象者は、令和２年４月１日現在、事業を営んでいる乳用牛及び肉用牛の飼養者で、

市内では１９農家となります。 

 周知につきましては、説明会の開催や欠席農家を訪問し資料を配付しており、８月２５

日現在、全ての対象農家から申請が提出されております。 

 以上、農政課所管に関わる説明を終わります。よろしくお願いいたします。 

下山委員長：ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの説明に対し質疑応答を行います。委員の皆様からの御意見、御質

問等はございませんか。 

舩見委員：まずは説明ありがとうございました。 

 ふだん皆様には感染症対策支援室や、担当課におきましてはたくさんの申請書の発送や

市独自の事業に御尽力され、誠に感謝申し上げます。 
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 私からは、特別定額給付金について。他市町村より少し申請から振り込みまでが遅かっ

たという声が市民の方から聞こえてきました。大体２週間ぐらいかかっているはずです

が、その２週間かかる理由をお示しください。 

長根経済部参事兼産業観光課長：ただいまの舩見委員さんの質問は、申請してから２週間

かかったと、なぜそこまでかかったかという御質問かと思います。 

 まず、確かにおっしゃるように２週間という時間がかかりました。最初、この給付が閣

議決定されたのが４月２０日でございました。すぐに一律給付金、これは市民課の住民基

本台帳を持っているパソコンでないと、まず支給することができないというような状況で

ございました。取り急ぎ市民課といいますか、契約している業者の方とそれの対策につい

てすぐ打合せをしたところ、コンピューターにつきましては当時１万５,０００台待ちで

すよということを言われました。庁内にあるそのソフトといいますか、残っている機械が

５台ほどしかなかった。その５台をフルに活用しながら、また、コンピューターの業者の

方と最大でもやはり１週間ぐらいは、入力して、チェックをして、３重のチェックを行っ

て支払ったところでございます。 

 るるそのことを市民の方からもおしかりを受けながらやったんですけども、やはりその

２週間というのはちょっと遅かった気がしまして、コンピューターが５台しかなかったと

いう物理的な部分もございましたし、その辺が一番の時間がかかったところだったのかな

ということであります。以上です。 

 もし今後、このような事態があった際は、前もって別な、事前の取組をしていきたいな

と考えてございます。よろしくお願いいたします。 

舩見委員：分かりました。ありがとうございました。 

 大変、国も急に決めたことですし、市のほうで前もって準備できない。また、パソコン

が５台しかなかったというところで大変……。また、３重のチェックをされたということ

で、チェックするのにこしたことないですし、ちゃんと１０万円が振り込まれるという作

業をしていただき、ありがとうございました。分かりました。 

 もう１点ですけども、プレミアム付飲食券についてですが、先日、新聞の折り込みチラ

シで参加店舗等のチラシが入りました。それを見まして、数えたところ参加店は１０８店

舗ございました。昨年、三沢市プレミアム付商品券の事業が消費税１０％の増税のときに

ありましたが、そのときのプレミアム率は２５％でした。今回、プレミアム率が４０％と

いうことで、市民の皆様は大変お得感があると思いますが、やはり使えるお店、参加店が

どれだけあるのか、また、魅力的な飲食店が参加してくれなければ、売れ残ることも考え

られます。大体販売から１週間を過ぎましたが、追加の店舗が何件ぐらいあるのか。ま

た、追加店舗の周知方法についてお示しください。 

長根経済部参事兼産業観光課長：今の追加店舗と周知方法という２点だと思います。 

 追加店舗につきましては、８月中旬までポスター、チラシをつくる際に、委員さんおっ

しゃったように１０８店舗ございました。その後、９月７日現在になりますけども、１９

店舗が増えて１２７店舗となってございます。 

 周知方法でございますが、これまで市といたしましては、ホームページやマックテレ

ビ、広報みさわを通じて実施してきたところでございます。また、商工会のほうの会員だ
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けではなくて、４００店舗に対して周知を行ったと伺ってございます。 

 今後、やはりこのプレミアム付飲食券は、地域を支えて、まずコロナの影響を受けて減

収をした、落ち込んだ飲食店を応援するものでございますので、参加店を当然増やしてい

きながら、魅力ある店舗を増やしていきながら、また、今のセットを何とか売り切れるよ

うに進めていきたいなと考えてございます。 

 以上でございます。 

舩見委員：ありがとうございました。総額１億４,０００万円分のプレミアム付飲食券

で、プレミアム率４０％ということで、苦労してそこまで上げたのかなと、大変ありがと

うございます。私の家は飲食店ではございませんが、家は使えませんけども、ぜひ私も

買って飲食店で使いたいと思います。 

 最後に、もう１点だけですけども、これは飲食券の引き換えはがき、実際のものです

が、市民の方からちょっと質問されたのですが、最後のほうの※に、このはがきは基準日

において三沢市の住民台帳に登録されている世帯主の方の住所に送らせていただいており

ますと記載があり、その上に三沢市商工会とだけございます。私の知ってるところでは、

商工会では住民基本台帳を把握してないし、閲覧することもできないと思いますけれど

も、恐らく市役所と連携して住所・名前を記載していると思うのですが、その辺の経緯を

お知らせください。 

長根経済部参事兼産業観光課長：個人情報の保護の観点からだということでよろしいかと

思います。 

 まず、今回、全世帯に送った理由といいますのは、プレミアム率が４割と高い、それで

不公平感を出したくないということから、１世帯にワンセットということではがきを送っ

たところでございます。 

 委員御心配されているのは、まず個人情報の、今回データを商工会のほうに個人情報と

いいますか、住所、氏名、例えば生年月日であったり性別というデータを送ったわけでは

なくて、こちらで宛名に住所と世帯のみを産業観光課のほうで作成をして、それをシール

を作成して商工会のほうに渡したところでございます。なので、生年月日、性別等が入っ

ていないことから、特定の個人を識別できるものではないと考えております。 

 その辺は当然、商工会とも、そのところは漏れないように、そのシールにされたその本

人の自宅に届く。その引換券を郵便局から回収することになっております。その辺、お互

いに確認しながらやってきたところでございます。 

 いずれにいたしましても、今後ともまたこのような個人情報の漏えいにつながるような

事案があったら、それはちゃんと精査して今後進めていきたいなと思っておりますので、

御理解いただきたいと思います。 

 以上です。 

舩見委員：住所と氏名の記載されたタックシールを製作して商工会にお渡しして発送した

ということです。できれば、このはがき、大変字も細かくなるんですが、一筆、個人情報

保護法の観点から、市役所から住所、氏名の情報の提供を受けたと。また、もしくは三沢

市商工会と三沢市役所、と入れるようにしていただければ市民サービスにもつながるし、

安全にもつながると思うので、よろしくお願いいたします。 
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 以上です。 

遠藤委員：６ページになりますけれども、８月２０日現在の申請状況について、今現在の

支給率というのは５３.３％ということになっておりますけれども、三沢市としてはこの

数字をどのように認識しているのか聞きたいと思います。 

長根経済部参事兼産業観光課長：お答えいたします。 

 今この５３.３％はどのように認識しているのかということだと思います。 

 委員さん御指摘のように、確かに半分ぐらいしかいっていないのが実情でございます。

といいますのは、我々は当初、卸売・小売業が当時の経済状況からいって、もう少し影響

を受けているのかなと実は踏んでおりまして、なので３１４件という支給予定事業所では

いたのですが、実はそうでもなかったようです。 

 聞いた話でございますと、これはある燃料屋さんでございます。当時、原油が下がった

時期があったですけれども、原油が下がった割に小売のほうの下げ幅が少なかったという

ことで、逆にコロナの影響で少しはもうかったんだという方もおられました。それは、や

はり事業をやってみてはじめて聞いた言葉でございましたし、我々もそういうこともある

んだなということで認識しています。まず小売業もあまりダメージを受けてないのかなと

いう認識でございます。 

 以上です。 

遠藤委員：ありがとうございます。 

 確かに商売によっていろいろ幅というか、それぞれの影響の状況というのは違うかと思

います。実際にアメリカ、基地なんかで感染者が出ていると基地から出てこれなかったり

とか、テイクアウトはできるようになったけど、実際にはお店に行けなかったりとかとい

う、外人さんが来るようなお店とかはまだまだ影響があるというふうな、厳しい状況も聞

いておりますので、今後、それぞれのやっぱり状況に合わせた支援策というのも考えてい

かなきゃいけないのかなとは思いますけれども、それについてはどのように考えています

か。 

長根経済部参事兼産業観光課長：テイクアウトであったり新しい経済対策をこれからどう

考えていくのかということでございます。 

 まず、今の第２次、そして第３次と事業を展開させていただいております。第３次のほ

うでは、第１次が飲食業、第２次は漁業・農業者、宿泊業、タクシー、運転代行業、学習

支援、卸売、生活関連等々でございまして、それから漏れたところで拡充分として事業を

行ったところでございますので、今後どういう形になってまた、うちのほうに届くかは分

かりませんが、もしまだ足りない部分が散見された場合は十分協議をしながら進めていき

たいなと考えてございます。 

 以上です。 

遠藤委員：状況によっては、当然、第４次とかの経済対策のほうはやっていくものと思っ

ています。今の課長の話でも検討するということの話ですので、了解しました。 

 あとなんですけど、８ページになるんですけど、新型コロナウイルスの感染症対策、畜

産経営支援助成金ということでありますけれども、この畜産経営の助成金とした支援に

至った経緯がありましたら教えてください。 
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松橋経済部参事兼農政課長：畜産経営の助成金について御説明いたします。 

 コロナウイルスが流行し始めました３月ぐらいから、全国的にそういう子牛の価格が下

がり始めております。市内農家が出荷しています県の家畜市場も、同様に子牛の平均価格

が３月から前年同月比で２割以上下がっております。そういったことがありまして、牛を

飼っている方の経営を支援したいということでこの助成金を創設しました。 

 以上です。 

遠藤委員：経営の中で価格が低くなったことによることでの、と理解しました。 

 農林水産省のほうによる支援策のほうでも、令和２年の５月に出てると思うんですけ

ど、黒毛和種とかで６０万円より下回った場合は１頭につき１万円とか、５７万円以下に

なった場合は３万円のという補助の関係もあったので、そういう流れもあってのことかと

は思ってましたけども、分かりましたので。再質問はないです。 

長根経済部参事兼産業観光課長：大変すみません。先ほどの遠藤委員さんの今後の経済対

策についてですね。まさに今、１０ページにございます新型コロナウイルス感染症予防対

策設備の整備補助金、これを新しい生活様式で、例えば飲食店ではカウンターの席を移設

するだとか、それぞれ宿泊業であれば小まめに入り口の部分を消毒してくださいというガ

イドラインがそれぞれ出ています。それは新しい生活様式に対応するためのガイドライン

ですけども、まずそれに事業主が、例えばパネルを買ったのでということがあれば、この

補助で対策していきたいなと思ってました。 

 以上です。漏れました。 

遠藤委員：今、ようやくいただけるということで、また、その中でも、今後、例えば今の

基金とかそういうのを取り崩していろいろ対応しているところとかになっていると思うん

ですけど、今後の財政的なところの見通しについてはどうでしょうか。 

米田副市長：経済対策、大体考えるところはやり切ったような思いもありますが、まだま

だ見落としている部分とか、今後、因果関係が非常に複雑で、想定していたとおりとはい

かないのが現状だと感じております。そういうのに対しましては、なるべく支援を受けな

がら財政出動したいと思ってますが、やむを得ない場合には単費でもしようがないかなと

思っております。 

 ただ、できれば、今後税収が減っていくとか、２年後、３年後、どんどんいろんな収入

が減ることも想定されますし、財政を悪化させるというのは非常に、一番市にとってはつ

らいことだと感じておりますので、その辺を十分注意しながら担当者ともよく相談して、

データを見据えて考えていきたいと思っております。 

 以上です。 

遠藤委員：市民の声をいろいろ聴きながら、本当に何が必要なのかということを十分やっ

ていただければ、市民も三沢に住んでてよかったなという思いが多分出てくると思いま

す。それぞれの地域で、むつ市とかもいろんな事業が出てきたりとか、そういうのも情報

として入っていますので、いろんなところを考慮した上で検討をいただければありがたい

です。ありがとうございました。 

澤口委員：まず、今回のコロナ対策、大変な経験したことのない、そういう当時は１００

年に１回の出来事だというふうに言われている中で、いろんな対策が行われたわけでござ
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いますが、私も市民から、全部別に書いてあるんですけども、７件ほど相談がありまし

た。私も分からないときは、担当部課のほうに行って何度も確認しながら市民に対して説

明をしてまいりました。そうした中で、私はしっかり対応していただけたなということ

で、これは本当に感激しております。 

 また、担当課では、何度も私は見かけていたんですけれども、１２時を回っても一生懸

命やってるんですね。若干遅れたという意見もございましたんですけれども、私は当市の

場合は十分問題なかったというふうに認識しております。本当に職員の皆様には敬意を表

し、感謝を申し上げたいと思います。 

 恐らくは、この感染もまだまだ先が見えません。先ほどちょっと副市長も触れておった

んですけれども、いろんな対策がこれからも出てくると思います。どうかしっかりした対

応をしていただきたい。これは私の立場からもお願いを申し上げるところでございます。 

 一つだけ確認というか、お答えできたらぜひいただきたいんですけれども、いろんな対

策がありました。行われました。その中で国・県からの補助金あるいは交付金によらな

い、いわゆる財政用語で言う一般財源をこの事業の中でどれぐらい充当されたか。今回、

９月議会に提案されている額も含めて、おおまかで結構でございますから教えていただけ

ればと思います。（発言する者あり） 

下山委員長：所管外でしょうから、分かる範囲で結構ですのでお答えください。 

中村産業観光課課長補佐：ただいまの財政のほうの関係ですけれども、２ページのほうを

御覧いただきたいと思います。 

 一応経済部のほうで所管してございます８事業についての主な財源（予定）というふう

に記載してございます。基本的には、１号補正、２号補正等については市の財政調整基金

からの繰入れ等で歳入のほうを見てございますが、その後、国のほうの地方創生臨時交付

金、これは１次と２次になっております。また、県の補助金、国の補助金等を活用でき

る、これも遡って活用できるというふうな国からのほうの支援がございました。 

 それらを踏まえまして、もちろん経済部だけではなくて他のコロナ対策をしている実績

等も踏まえて、今後、財政のほうでそれらの調整を行う予定になってございます。できる

限り国のほうの交付金を活用しつつ不足分については財政調整基金を活用するというふう

なことでこちらのほうでは伺っております。 

 以上でございます。 

澤口委員：ありがとうございました。 

 私の唐突なお尋ねで大変申し訳ございませんでした。 

 私、なぜこういうことを申し上げるかというところなんですが、今回のこのコロナ問題

で来年度以降の税収というのは非常に厳しいというのが私の認識なんです。今回、様々な

国・県とのやり取りの中で、国の政策財源を充当できるということも、遡ってやる、振り

替える財源、交換になることだろうと思うんですけれども、やっぱりこの辺のところも

しっかり見極めながら、これからも出てくると思うんで、ぜひ全体的な財源状況を見なが

らやっていただきたい。 

 私がそう言うものの、決して出し惜しみをしてはいけないと思うんです。やっぱり市民

あっての市役所ですから、何としてもこれから出てくるだろうと思いますけれども、遺漏
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のないような仕事を展開していただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

馬場委員：今、澤口さんが言ったそれを私も質問しようと思ったけれども、言われたから

簡単なのをやります。 

 個人情報とかそういうのがあるんだけど、１０万円のやつで辞退者というのは８名って

書いてあるでしょう。だから、例えば何か面白い理由があるんですか。いないとかそのあ

れは分かるんだけど、普通だったらもらって、誰かに寄附するとかいろいろやり方あると

思うけど、要らないということでしょう。何かしゃべってもいいこと、例えば税とかそう

いうのはあるんですか。ちょっとあったら教えて。 

長根経済部参事兼産業観光課長：受け取りの辞退の申し出があったもの、辞退の何か面白

いことがないかということですね。 

 中には、もらわないことも支援につながるとおっしゃって、要は国の１０万円をもらわ

ないことも支援だということをおっしゃって辞退された方もおられました。それは、こっ

ちの一律１０万円の給付だけではなくて、飲食店の２０万円の給付のほうにも、もらわな

いのも支援のうちだということで辞退された方もおられました。 

 以上です。 

馬場委員：海のほうは４４名に対して４８名ですか、増えてるね、支給者が。これは、こ

れになったらあとのほうも全部、あとのは増えてるの。増えないでしょう、増えてないで

しょう、支給者が。対象者が増えたということでしょう。これはあんた方、はじめは間

違ってたわけ。これ全部勝手にやったら、どんどん数字が変わるの。全部が一覧になって

るでしょう。事業者とかでなくて、何でこれだけ……。 

長根経済部参事兼産業観光課長：漁業操業者、当初４４名で予定はしてございました。と

ころが、この事業を進めていくにつれて小川原湖のシジミを取っている漁業者の方々が１

０件ほど出てきたといいますか、我々も漁師だということで、それも１０件加えて４４、

それが支給事業所としては４８件、１００％超えてございますのはそれが理由でございま

す。 

馬場委員：まず、あとのやつはもうないということでしょう。（発言する者あり） 

 どんどん増えたらまた。増えてもいいんだけど、何回もそれはまずいなと思ってました

けど、はい、分かりました。 

 さっき聞いたけど、先ほど私もこのためのあれを見たら、澤口さんからそういう国のや

つばっかし、まずこれを見れば、このやつ、一つも三沢の財源がないよね。分かんないけ

ど、県補助金とか国庫とか、地方創生臨時交付金というのは何ぼか負担するの、三沢の。

これ全部、全部これをやったら、三沢は一銭も出さなくていいということですか。これは

そうでないの。いや、これは率があるか分かんないけど、何ぼか出すとか、これをやった

ら役所のやつ、これは全部国とか県のだったら、単費のやつはないということなの。 

米田副市長：経済支援のことでございますが、例えば飲食等は制度設計している段階では

国の制度を見込めないような感じでございました。単費での制度設計を考えておりました

が、途中から支給要件が変わったりということで対象になったのが多々ございます。地方

創生交付金等も、いろんな幅広く使えるようなことが判明したときは、申請してうちでも

らおうという状況になって、結果的にはほとんどのものが交付金の対象になりました。 
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 ただ、これ以外の小さなもので、うちでやっているものについては、ちょっと財政のほ

うの資料を全部精査しないと分かりませんが、小さなものはあるかと思います。それは後

で調べて……。（発言する者あり）よろしいですか。 

馬場委員：細かいの、例えば４,０００万円のプレミアムだとかそういうものの事務費と

か５０万円とか１００万円だけ出すのは、それは出すのはいいんだけど、それは出すんで

しょう、例えば。自分たちだけだったら、何も大きいの出さなくてもいいということです

ね。だから、もっともっと市民利益というのは使ったほうがいいんじゃないのか。何とい

うか、もっともっと苦しい人がいっぱいあればな、調べてどんどん使ったほうがいいんで

ないかな。でも本当は、国で全部やるのが本当なんだよな。でも三沢もあったってしよう

がないんだもの、やるものはやったほうがみんな喜ぶんじゃないかなと思ってたんですけ

ど、その辺はびっちり考えて、簡単でいいですけど決意をお願いして。やりましょうよ。

どんどんやりましょう。 

米田副市長：経済支援については、先ほども述べましたとおり、もしかして落としてるこ

とがあるかもしれないし、状況の変化に応じていろんな因果関係のちょっとした絡みで、

後で１年後に落ち込むことが生じるだとか、そういう状況もございますので、そういうの

には日の目を当てたいと考えております。その場合は、単費も致し方ないと。 

 ただ、国・県から支給される補助金については、これを確実にもらえるように制度設計

しております。市でできる部分。そのために市の予算がちょっと上回るようにやっており

ますので、１００％うまくいけば市もちょっと一緒に、そういう状況でございます。 

 ただ、いろんな、例えば課長が説明した飲食の関係で、市で持っているデータを全部総

動員しても、なかなか実態をつかめないものもございます。そのために、市の予算を大き

く盛ったのに実態はもうちょっと少なかったというのも、後々判明していることもありま

す。その場合は、交付金を使い切れないような、非常にもったいないような場面も生じる

かと思います。 

 いずれにしても、市の予算を悪くしないことを見ながら最大限配慮したいという姿勢で

いきたいと思いますので、よろしくお願いします。 

馬場委員：お願いです。非常に大事なイベントとかそういうのも、ほとんど三沢のあれは

中止になりましたよね。ほとんどのイベントですか、そういうのがなくなって、相当のお

金は見れば余ったんだろうなと思って期待しているんだけど、そういうのも含めてもっと

もっとそういう困っているいろんな方々にできるような方法を考えて盛り上げていってほ

しいなと思ってますので、よろしくお願いします。 

下山委員長：ほかにございませんでしょうか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

下山委員長：それでは、今の委員の皆様からいろんな御意見等々が出ました。総括します

と、まだまだ支援が必要な方がいらっしゃるというふうなことだと思います。それに対し

て、市当局でもできる得る限りの調査をしながら対応していただくというふうな回答もあ

りましたので、そのような形でよろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、案件を終了いたします。 

 以上で、本日の案件は終了となります。 
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 なお、この所管事務調査については、今定例会で委員長報告をすることになりますが、

その内容については正副委員長に御一任いただきたいと思いますが、よろしいでしょう

か。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

下山委員長：それでは、そのようにさせていただきます。 

 なお、最後に委員の皆様にお願いがございます。 

 今後の所管事務調査の進め方についてでございますが、今回の調査を含め、これまで所

管事務調査を行う際の案件の設定に当たっては、正副委員長において検討・設定し、調査

を実施する流れとなっておりました。しかしながら、私自身、所管事務調査の効果を確か

めるためには、正副委員長だけで案件を設定するのではなく、委員の皆様からの意見を踏

まえ、案件を設定する必要があるのではないかと考えており、また、調査の際には委員相

互の討議を通じて分析し検討することにより、見えてくる改善策や対応策等もあるのでは

ないかと考えております。 

 そこで、今後の所管事務調査を行うに当たっては、その案件の設定や委員会の進め方等

を含め、委員の皆様の御意見を拝聴させていただく場面もあろうかと思いますので、その

際は何とぞ御協力のほどよろしくお願いいたします。 

 それでは、これをもちまして産業建設常任委員会を閉会いたします。 

 大変御苦労さまでした。ありがとうございます。 

午後 ２時３６分 閉会   

 

以   上 

 

委 員 長   下 山 光 義   

 


